
★印は、新規事業 （単位：百万円）

Ｒ６年度当初 Ｒ５年度当初

要求額 予算額

政策 ★
2025大阪・関西万
博出展準備事業

万博の開催による日本や大阪への関心の高まりや
交流の拡大を本県にも取り込むため、万博会場での
自治体催事及びテーマウィークへの出展や県内での
機運醸成に向けた取組み等を行う。

33 －

政策
Uターン就職等促
進事業

学生のUターン就職等を促進するため、SNSを活用し
た本県の魅力等の情報発信、交流イベントや企業研
究会等の実施、就職相談会等への県内企業の若手
社員の派遣などを行う。

20 8

政策
東京芸大連携「瀬
戸内海分校プロ
ジェクト」事業

瀬戸内海国立公園指定90周年記念事業として、東
京芸術大学美術学部と連携し、若手アーティスト等
による創作活動や美術展の開催により、地域住民等
がその創作活動等に触れ親しむ機会や、高校生等
がアートマネジメントを学ぶ機会を創出し、美術人材
の育成を行う。

7 6

総務
県有文化・交流施
設等トイレ洋式化
等環境整備事業

ユニバーサルデザイン推進の取組みとして、多くの
県民や来県者が利用する文化・交流施設、公園施設
などのトイレ洋式化等の環境整備を推進する。

297 297

総務
高松合同庁舎整
備事業

老朽化が進み、耐震性に問題がある高松合同庁舎
を高松市郷東町の県有地に移転整備する。

62 24

総務 ★
本庁舎北館等再
編整備事業

老朽化が進み、耐震性に問題がある本庁舎北館に
ついて、解体後の機能確保にかかる方策等を定め
た基本計画を作成し、再編整備を行う。

29 －
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★印は、新規事業 （単位：百万円）

Ｒ６年度当初 Ｒ５年度当初

要求額 予算額

危機 ★
地震・津波被害想
定調査事業

平成26年に取りまとめた南海トラフ地震等における
本県の被害想定について、国の被害想定の見直し
や、本県における社会条件の変化等を踏まえ、今後
の防災対策に活用するため、見直しを行うもの。

116 －

危機
自助・共助対策推
進事業

激甚化・頻発化する風水害や発生確率が高まる南
海トラフ地震等に備え、市町が実施する防災・減災
対策のうち、県民の自助・共助の強化に繋がる取組
みに対して支援を行う。

60 60

危機
高齢者交通事故
抑止対策事業

交通死亡事故の当事者となるリスクが高い高齢者を
対象に、自転車・歩行者等の各通行形態に応じた交
通安全教育を推進するとともに、高齢者各人の運転
能力等に応じた運転教育など、高齢運転者の交通
事故の抑止を図るため、総合的な対策を推進する。

10 10

環境 ★

瀬戸内海国立公
園指定90周年記
念シンポジウム開
催事業

瀬戸内海国立公園指定90周年を記念して、瀬戸内
海の環境を考えるシンポジウムを開催し、環境保全
意識の醸成を図る。

10 －

環境
脱炭素・地球温暖
化対策事業

脱炭素社会の実現に向け、「かがわスマートハウス」
の普及を図るため、ZEH等の導入支援を行うととも
に、県内企業等の省エネや再エネ導入の取組みを
促進するため専門相談窓口や専門家の派遣などの
支援を行うほか、市町職員等を対象とした研修の実
施などにより、地域の脱炭素へ向けた取組みを支援
する。
また、本県特有の気候変動影響に関する情報の収
集・分析等を行い、地域気候変動適応センターの機
能の充実を図る。

316 200

環境
治山・林道・造林
事業

森林の持つ水源かん養、山地災害防止、地球温暖
化防止等の公益的機能の維持向上を図るため、治
山、林道、造林事業により森林の整備、保全を推進
する。

1,230 1,206

令和６年度当初予算主要事業の予算要求状況（一般会計）
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★印は、新規事業 （単位：百万円）

Ｒ６年度当初 Ｒ５年度当初

要求額 予算額

健福
かがわ縁結び支
援センター事業

結婚を希望する人が相手に出会うことができるよう、
ＳＮＳ等で若い世代に向けたターゲティング広告を行
うなど、新規会員登録を促進する取組みを推進する
とともに、婚活者向けスキルアップセミナーを行うも
の。

45 45

健福
介護助手普及推
進支援事業

県福祉人材センターに介護助手普及推進員を配置
し、地域の元気な高齢者など、介護の周辺業務を担
う介護助手の掘り起こし・マッチングを行い、介護職
員の負担軽減や業務の効率化を図るもの。

9 9

健福
ドクターヘリ運航
事業

本県の救急医療や災害医療の充実・高度化を目的
に、基地病院や消防機関等と連携して、ドクターヘリ
を安全かつ効果的に運航する。

243 238

商労
スタートアップ等
支援事業

県経済を牽引するようなスタートアップの創出を目指
し、香川でスタートアップが継続的に生まれ、育って
いく、起業しやすい環境の基盤形成に取り組む。

68 64

商労
男性の育児休業
取得応援事業等

男性育休の取得促進に向けて、機運醸成を図るた
めのシンポジウムを開催するとともに、取り組む企業
に対する個別支援やネットワークづくりを進めるほ
か、取組みに要する経費の一部を助成する。

6 5

商労 ★
高度外国人材等
採用支援事業

ワークサポートかがわに専任のコーディネーターを
配置するほか、海外大学と連携しながら、県内事業
者と高度外国人材等とのマッチングを支援する。

8 －

令和６年度当初予算主要事業の予算要求状況（一般会計）

部局 事業名 事　業　概　要
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★印は、新規事業 （単位：百万円）

Ｒ６年度当初 Ｒ５年度当初

要求額 予算額

交流 ★
万博を契機とした
誘客促進事業

2025年に開催される大阪・関西万博を契機とした誘
客促進を図るため、大手旅行会社やOTA事業者と連
携した観光プロモーションを実施する。

50 －

交流
持続可能な観光
地域づくり支援事
業

持続可能な観光地域づくりを目指し、民間事業者等
が実施する観光客の継続的な来訪や長期滞在を促
進すること等を目的とした観光コンテンツの造成や誘
客イベントに対して支援を行う。

15 8

交流
香川の逸品戦略
的販路拡大事業

首都圏等の大消費地や、近隣アジア諸国や米国な
どの海外市場をターゲットに、県産品についての総
合的な情報発信や販売活動、またトップセールスの
実施による事業者等との連携強化や、消費者への
認知度向上など、戦略的な販路開拓・拡大を推進す
るとともに、県産品全体のブランド力を強化する。

82 83

農水 ため池整備事業

「老朽ため池整備促進５か年計画」に基づき、老朽た
め池の計画的な整備を行うとともに、「ため池保全管
理センター」によるため池管理者等への技術的支援
やため池の監視・管理体制の強化を図るなど、ため
池の総合的な防災対策を進める。

2,646 2,508

農水 ★
水産試験場施設
整備事業

老朽化が進み、耐震性に問題がある水産試験場に
ついて、施設整備にかかる基本設計等を行う。

37 －

農水 ★
畜産試験場施設
整備事業

老朽化が進み、耐震性に問題がある畜産試験場に
ついて、施設整備にかかる基本設計等を行う。

24 －

令和６年度当初予算主要事業の予算要求状況（一般会計）

部局 事業名 事　業　概　要

様式２

 4



★印は、新規事業 （単位：百万円）

Ｒ６年度当初 Ｒ５年度当初

要求額 予算額

土木
県道高松坂出線
（五色台工区）

さぬき浜街道の一部である県道高松坂出線では、
坂出北ICのフル化等に伴い交通量の増加が見込ま
れることなどから、物流の効率化や交通安全、災害
時ネットワークの確保のため、約７㎞の４車線化の整
備を行う。

1,958 3,036

土木
河川総合開発事
業

治水安全度の向上や新規の水源開発、河川流水
の正常な機能維持を図るため、長柄ダム及び五名ダ
ムの調査・設計・工事を実施する。

1,227 1,604

土木
サンポート高松地
区都市再生整備
事業

香川県立アリーナなどの新たな施設整備にあわせ
て、都市構造再編集中支援事業として、安全で快適
な歩行空間を確保するための屋根付き歩道等の整
備を行う。

712 405

警察
「STOP！特殊詐
欺」被害防止対策
プラン

特殊詐欺を撲滅するため、高齢者に重点を置いた広
報啓発活動や関係機関と連携した被害の未然防止
対策を推進する。

23 19

警察
高齢者交通安全
ガイド事業

警察活動を通じて把握した交通事故に遭う可能性の
高い高齢者に対象を絞り、高齢者交通安全ガイドの
訪問指導による交通手段に応じたきめ細かな交通
安全教育を行うことで高齢者の交通事故を抑止す
る。

25 22

警察
交通安全教育推
進隊事業

各年齢層に対する交通安全教育の充実のため、交
通安全教育推進隊による交通安全教育車等を活用
した出前型、参加・体験型の交通安全教育を実施す
る。

23 24

令和６年度当初予算主要事業の予算要求状況（一般会計）

部局 事業名 事　業　概　要

様式２
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★印は、新規事業 （単位：百万円）

Ｒ６年度当初 Ｒ５年度当初

要求額 予算額

教委
香川県ＧＩＧＡス
クール構想加速
化基金造成事業

県内小・中学校等の児童生徒一人一台端末を計画
的に更新するため、国の補助金を受け入れ、基金に
積み立てる。

2,174 －

教委
教職員の働き方
改革推進事業

依然として教職員の多忙化・長時間勤務が常態化し
ている中、教職員の負担軽減を図るため、教員業務
支援員や部活動指導員など多様な支援スタッフの配
置を進めるなど、教職員の働き方改革を推進し、教
員がより児童生徒と向き合う時間を確保することで
教育活動の充実をめざす。

279 94

教委
全国高等学校総
合文化祭開催準
備事業

令和７年度に開催する第49回全国高等学校総合文
化祭（かがわ総文祭2025）に向けて、総合開会式・パ
レード及び23部門の開催の準備を進めるとともに、
本大会を見据えたプレ大会を開催する。

117 23

令和６年度当初予算主要事業の予算要求状況（一般会計）

部局 事業名 事　業　概　要

様式２
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